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Ⅰ 神 奈川県 営水 道事業 経営計 画につ いて  

 

１  趣旨  

県営水道事業では、「神奈川県企業庁経営方針」の下に、

具体的な取組等を明確にした「神奈川県営水道事業経営計

画」を策定し、計画的に事業運営を進めてきた。 2018 年度

までの計画の期間満了に伴い、本年３月に、 2019 年度から

５年間の新たな計画（以下「新経営計画」という。）を策定

したことから、その概要と前計画の取組実績を報告する。  

［策定経過］  

2018年９月  新経営計画（骨子）を県議会に報告  

12月  新経営計画（素案）を県議会に報告  

12月～ 2019年１月  県民意見募集（意見 34件）   

2019年２月  新経営計画（案）を県議会に報告  

３月  策定  

 

２  新経 営計画 の概要  

(1)  基 本的な 考え方  

水需要の減少、水道施設の老朽化、大規模災害発生の

懸念など、厳しい事業環境の中にあっても、水道施設を

適切に維持・更新し、安全で良質な水を安定的に供給で

きる「将来にわたって持続可能な水道」の実現を目指

す。  

そのため、 100 年先を見据え、長期的な視点に立って、

水道施設の更新や維持管理に取り組むこととし、管路更

新のスピードアップを図るなどの「 持続」性確保の取

組、災害等に強い水道づくりなどの「安心」のサービス

提供の取組、企業庁の技術力等を活かして行う地域社会

や国際社会への「貢献」の取組を推進する。  

また、こうした取組を通じて、持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ）の達成の実現を図る。  
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(2)  主 要事業 の概要  

ア  中長期的視点に立った水道システムの再構築及び維

持管理等  

 

(ｱ)水道施設の適切な更新・維持管理  

年間の管路更新率を計画期間内に１％以上に引き上

げ、 100 年以上の耐久性が期待できる耐震継手管を使

用して、老朽化が進む管路の更新と耐震化を推進する

ほか、電気機械設備の更新や保守管理を適切に行う。  

［主な目標］  

・年間の管路更新率の向上  

 0.68％ (2018 年度見込 ) →  １％以上 (2023 年度）  

・地震に強い管路の割合  

 76.2％ (2018 年度見込 ) →  78.4％ (2023 年度）  

 

(ｲ)水道システムの再構築  

配水池や小規模水源の統廃合を推進するほか、県内

の水道事業者との広域的な連携に取り組む。  

［主な目標］  

・配水池の統廃合  

 111 箇所 (2018 年度見込 ) →  106 箇所 (2023 年度）  

 

イ  経営基盤の確立  

民間活力の活用等による業務の効率化、水道施設の

大量更新を支える職員体制の整備や技術者の育成のほ

か、料金体系のあり方の検討等を行う。  

 

ウ  水道における新技術の活用  

スマートメーターのパイロット的試行や、センサ

ー・ＡＩ等を使った設備の維持管理技術や管路の劣化

予測方法の研究等を行う。  
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エ  災害等に強い水道づくり  

 

(ｱ)水道施設の耐震化  

浄水場や配水池、重要給水拠点への供給管路等の耐震  

化を進める。  

［主な目標］  

・寒川第３浄水場の耐震化完了（ 2019 年度）  

・耐震化された一次配水池等の箇所数  

 14 箇所 (2018 年度見込）  →  26 箇所 (2023 年度）  

 

(ｲ)危機管理体制の充実  

浄水場の火山対策、浸水対策やポンプ所の停電対策

を行うほか、他事業者との災害訓練の充実や水道施設

の保安対策の強化を図る  

 

オ  水質管理の充実  

水質検査機器等の適切な保守管理、更新のほか、水

質検査を行う全箇所で  24 時間モニタリングができる体

制の整備等を行う。  

 

カ  お客さまの信頼の向上  

ホームページやＳＮＳ等を活用した情報発信と適切

な情報提供を行うとともに、お客さま意識調査を実施

し、ニーズを踏まえた事業運営を行っていく。  

 

キ  地域社会や国際社会への貢献  

水道事業の包括委託で、中小規模水道事業者にも活

用しやすい汎用的な公民連携モデルを構築するほか、

地域の教育活動や地域福祉にも貢献する取組を行うと

ともに、ベトナムのランソン省への具体的な技術協力

を行う。  
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(3)  財 政収支 見通し  

・  収入面では、水道料金収入の減収が見込まれ、支出

面では、耐震化や老朽施設の更新等に係る事業費が増

加するが、計画期間中の各年度で利益剰余金を確保で

きる見込みである。  

・  また、事業運営資金については、計画最終年度の

2023 年度末において、事業運営に必要となる規模の資

金を確保できる見込みである。  

 ＜ 財 政 収 支 見 通 し ＞  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)  計 画の推 進と進 捗管理  

・  計画に基づいて、各年度の予算を編成し、事業を着

実に推進する。  

・  外部有識者等で構成する「神奈川県営水道懇話会」

や、お客様意識調査等を通じて、事業の進捗状況等に

ついて意見をいただく。  

・  2021 年度に、主要事業の目標達成状況や財政収支の

状況等について中間点検を実施する。  

                年度 

科目等 

2018 

(予 算 ) 

2019 

(予 算 ) 

2020 

(計 画 ) 

2021 

(計 画 ) 

2022 

(計 画 ) 

2023 

(計 画 ) 

収
益
的 

収
支 

収益的収入 600 608 603 602 601 600 

 うち水 道 料 金 収 入  512 521 518 517 516 515 

収益的支出 543 548 557 556 560 557 

当年度損益 44 42 28 28 23 25 

資
本
的 

収
支 

資本的収入 102 162 132 163 183 183 

資本的支出 332 361 320 347 368 406 

資本的収支差引額 △230 △199 △188 △184 △185 △223 

資金残高 155 136 121 114 101 54 

借入金残高 1,491 1,503 1,498 1,526 1,576 1,622 

(単 位 ： 億 円 )  
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３  前計 画（ 2014～ 2018 年度） の取組 実績  

(1) 主要事 業の 実施状 況  

・  水道施設の耐震化推進や老朽化対策に計画的に取り組

んだほか、お客さまサービスの向上や健全経営の堅持に

努めた。  

・  目標を定めて取り組んできた 12 の主要事業について

は、「目標以上に達成」が４、「達成」が５、「概ね達

成」が１、「一部未達成」が２となった。  

［主要事業の目標達成状況］（ 2018 年 度 末 見 込 み ）  

目標の内容 
達成状況 

評価 
目標 実績 

鉛製給水管の解消率 99％ 99.5％ 達成 

浄水場の耐震化(寒川第３浄水場) 完了 未達成 
※１ 

一部未達成 

配水池の耐震化率 36％ 32.4％ 
※２ 

一部未達成 

全管路の耐震化率 20％ 20.6％ 目標以上に達成 

災害拠点病院への供給管路の耐震化率 
100％ 

(９箇所) 
100％ 

(９箇所) 
達成 

基幹管路の耐震適合率 69％ 69.0％ 達成 

老朽管の残存率 15％ 14.0％ 目標以上に達成 

基幹管路の老朽管残存率 28％ 26.4％ 目標以上に達成 

配水池の統廃合後の箇所数 113箇所 111箇所 目標以上に達成 

ポンプ所の統廃合後の箇所数 92箇所 
  ※３ 

92箇所 達成 

小規模水源の統廃合後の箇所数 12箇所 12箇所 達成 

有効率 95％ 94.8％ 概ね達成 

※ 1 寒 川 浄 水 場 内 の 送 水 ポ ン プ 故 障 に 伴 い 、 一 部 の 工 事 が で き な か

っ た 。  

※ 2 想 定 地 震 の 見 直 し を 受 け て 、 耐 震 性 能 の 再 評 価 の た め に 耐 震 工

事 を 一 時 中 断 し た こ と か ら 、 一 部 の 工 事 が で き な か っ た 。  

※ 3 計 画 策 定 後 に １ 箇 所 新 設 す る 必 要 が 生 じ た た め 、 ポ ン プ 所 の 実

箇 所 数 は 93 箇 所 と な っ て い る が 、 計 画 時 の 目 標 は 達 成 し た 。  
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(2) 財政状 況  

ア  水道料金収入の状況  

・  全体の６割以上を占める家事用において、１戸当

たりの使用水量の減少は続いたが、給水戸数は増加

したことから、水道料金収入は計画期間を通じて横

ばいとなった。  

・  こうした状況を受け、水道料金収入全体でも、ほ

ぼ横ばいで推移した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  決算の状況  

・  2014 年度は地方公営企業会計制度の見直しによる

一括処理に伴い欠損となったが、 2015 年度以後の各

年度では利益剰余金を計上した。  

・  また、 2018 年度末の資金残高は 188 億円となり、

事業運営に必要な規模を確保することができた。  

 ［ 決 算 の 状 況 ］                （ 単 位 ： 億 円 ）  
 

             年度 

科目等 

2014 

(決 算 ) 

2015 

(決 算 ) 

2016 

(決 算 ) 

2017 

(決 算 ) 

2018 

(決 算 見 込 ) 

収
益
的 

収
支 

収益的収入 633 601 599 600 598 

 うち水 道 料 金 収 入  517 519 519 520 518 

収益的支出 633 549 519 522 523 

当年度損益 △8 42 68 67 63 

資
本
的 

収
支 

資本的収入 72 102 112 101 85 

資本的支出 239 287 282 285 303 

資本的収支差引額 △167 △185 △170 △184 △215 

資金残高 198 174 199 208 188 

借入金残高 1,601 1,564 1,553 1,522 1,476 

- 6 -



 
 

Ⅱ 神 奈川県 営電 気事業 経営計 画につ いて  

 

１  趣旨  

県営電気事業では、「神奈川県企業庁経営方針」の下に、

具体的な取組等を明確にした「神奈川県営電気事業経営計

画」を策定し、計画的に事業運営を進めてきた。 2018 年度

までの計画の期間満了に伴い、本年３月に、 2019 年度から

５年間の新たな計画（以下「新経営計画」という。）を策定

したことから、その概要と前計画の取組実績を報告する。  

［策定経過］  

2018年９月  新経営計画（骨子）を県議会に報告  

12月  新経営計画（素案）を県議会に報告  

12月～ 2019年１月  県民意見募集（意見 11件）   

2019年２月  新経営計画（案）を県議会に報告  

３月  策定  

 

２  新経 営計画 の概要  

(1)  基 本的な 考え方  

国のエネルギー基本計画で再生可能エネルギーの主力

電源化等が目標とされたことや、電力システム改革の進

展など、電気事業を取り巻く環境が大きく変化していく

中にあっても、県営電気事業として、こうした事業環境

の変化に対応し、将来にわたり、電力と水道用原水の安

定供給に取り組み、県民生活の向上と経済の発展、環境

保全に貢献していく。  

そのため、老朽化が進むダムや発電施設の適切な維持

管理と整備、小水力発電所の建設など再生可能エネルギ

ーの普及の推進、電力自由化に対応するための経営基盤

の強化等の取組を進める。  

また、こうした取組を通じて、持続可能な開発目標

（ＳＤＧｓ）の達成の実現を図る。  

 

 

- 7 -



 
 

(2)  主 要事業 の概要  

ア  施設の適切な維持管理と整備  

 

(ｱ)相模ダムのリニューアル  

相模ダムを将来にわたり健全に保ち、機能を維持す

るため、策定した事業計画に基づき、老朽化したダム

のゲート等を取り替えるほか、ダム直下流の河床の保

護を行うための設計業務等を実施する。  

［主なスケジュール等］  

・ 2019～ 2022 年  設計等  

・ 2022、 2023 年  準備工事  

・ 2023 年     送電線移設  

・ 2024 年～    本格的な工事を開始予定  

 

(ｲ)相模貯水池の維持管理  

貯水池の機能の維持と環境を保全するため、相模ダ

ムの電気機械設備等の補修や、貯水池周辺の護岸対策

を行うほか、貯水池内に流れ込んだ流芥の処理を行

う。  

   

(ｳ)相模貯水池等の堆砂対策  

上流域の災害防止と、県民の大切な「水がめ」とし

ての機能を確保するため、相模貯水池及び道志調整池

に堆積した土砂（堆砂）を除去する。また、しゅんせ

つした土砂は、様々な用途で有効活用を図る。  

   

 (ｴ)発電設備の維持、整備  

水車や発電機の分解・点検・修理を行い、すり減っ

た部品を取り換えるなどして、新品の状態に近づけ

る。また、老朽化し寿命を迎える設備を整備（更新）

する。  
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イ  再生可能エネルギー普及の推進  

(ｱ)小水力発電の推進  

再生可能エネルギーの供給を増やすため、新たな小水

力発電所の建設に向けた計画を進める。  

［主なスケジュール等］  

・ 2019、 2020 年  調査設計  

・ 2021～ 2023 年  工事等  

   

  (ｲ)地産地消の推進  

   再生可能エネルギーで発電した電力の地産地消の取組

を進める。  

   

(ｳ)水素エネルギー利用の技術的研究  

水素エネルギー利用の動向を見据え、事業化の可能

性も含め、設備の運用や維持管理に関するノウハウの

習得を図るとともに、水素エネルギーとしての利用方

法について研究する。  

 

(ｴ)次世代エネルギーパーク事業  

「あいかわ・つくい次世代エネルギーパーク」を中

心として、再生可能エネルギーの普及啓発を行う。  

 

ウ  県民から信頼される事業運営  

ダムの貯水状況や放流情報、発電の情報を充実さ

せ、わかりやすく提供するとともに、ダムや発電所に

親しみを持ってもらうため、積極的な広報を行うほ

か、ダム等を観光資源として活用した取組を進める。  

 

エ  経営基盤の強化  

点検周期の見直しや状態監視保全を導入するなど、

最も効率よく保守管理できる方法を構築するととも

に、業務の内容を精査し、業務の集約化などを図るこ

とで、最適な管理体制を構築する。  
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(3)  財 政収支 見通し  

・  収入面では、主力の水力発電収入の減収が見込ま

れ、支出面では、発電機のオーバーホール等施設の維

持管理に必要な費用は増加するが、計画期間中の各年

度で利益剰余金を確保できる見込みである。  

・  また、事業運営資金については、計画最終年度の

2023 年度末において、事業運営に必要となる規模の資

金を確保できる見込みである。  

 ＜ 財 政 収 支 見 通 し ＞          

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)  計 画の推 進と進 捗管理  

・  計画に基づいて、各年度の予算を編成し、事業を着

実に実施する。  

・  2021 年度に、主要事業の目標達成状況や財政収支の

状況等について中間点検を実施する。  

 

 

 

 

               年度 

科目等 

2018 

（予 算 ） 

2019 

(予 算 ) 

2020 

(計 画 ) 

2021 

(計 画 ) 

2022 

(計 画 ) 

2023 

(計 画 ) 

収
益
的 

収
支 

収益的収入 91 88 83 83 82 85 

 
うち水 力 発 電 収 入  68 64 60 61 60 60 

収益的支出 87 85 80 80 78 78 

当年度損益 3 2 1 1 3 4 

資
本
的 

収
支 

資本的収入 3 0 1 0 2 4 

資本的支出 123 15 29 31 27 34 

資本的収支差引額 △120 △15 △28 △31 △25 △30 

資金残高 143 149 144 132 128 119 

借入金残高 35 28 22 16 10 6 

(単 位 ： 億 円 )  
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３  前計 画（ 2014～ 2018 年度） の取組 実績  

(1)  主要事業の実施状況  

・  電力と水道用原水の安定供給、貯水池の堆砂対策と

ダムの機能維持、再生可能エネルギー導入の推進に取

り組んだ。  

・  11 の主要事業については、「計画どおり実施」が８、

「一部未達成」が３となった。  

［主要事業の目標達成状況］（ 2018 年 度 末 見 込 み ）  

主要事業 
達成状況 

評価 
目標 実績 

発電施設の維持管理 
オーバーホール及び
改造工事等を実施 

一部 
未完了 

※１ 

一部未達成 

分水施設の維持管理 
相模貯水池等の維持
管理等を実施 

一部 
未完了 

※２ 

一部未達成 

貯水池の機能維持 
相模貯水等の堆砂対
策を実施 

一部 
未完了 

※３ 

一部未達成 

ダムの機能維持 
ダム、取水堰の現況
診断調査を実施 

完了 
計画どおり 

実施 

小水力発電等の導入推進 
太陽光発電所、小水
力発電所の導入 

完了 
２発 電 所 を 

運 転 開 始  

計画どおり
実施 

市町村支援 
市町村の再生可能エ
ネルギー導入を支援 

完了 
１施 設 を整 備  

計画どおり
実施 

再生可能エネルギー普及啓発 
次世代エネルギーパ
ーク事業 

完了 
計画どおり 

実施 

県民への情報提供 
ダムの放流情報等の
提供 

完了 
計画どおり 

実施 

地球環境の保全 水源かん養林事業 完了 
計画どおり 

実施 

地域振興 
ダム・発電所地域振
興事業 

完了 
計画どおり 

実施 

安定した経営基盤の強化 
電力システム改革へ
の対応 

完了 
計画どおり 

実施 

※１  玄倉第１発電所改造事業が、林道崩落の影響により中断している。  

※２  相模ダム管理橋補修を相模ダムリニューアル事業に合わせて実施す

ることとして延期した。  

※３  流入支川保全対策で工法の見直しが必要となり延期した。  
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(2)  財政状況  

ア  電力料金等の状況  

・  水力発電の発電電力量は、工事等による発電所の

停止や降雨の影響はあるものの毎年度概ね３億 kWh

を確保した。  

・   収入の大部分を占める水力発電の電力料金収入

は、計画期間を通じて横ばいの状況となった。  

 

イ  決算の状況  

・  各年度で利益剰余金を計上した。  

・  また、 2018 年度末の資金残高は 153 億円となり、

事業運営に必要な規模を確保することができた。  

    ［ 決 算 の 状 況 ］                  （ 単 位 ： 億 円 ）  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

              年度 

科目等 

2014 

(決 算 ) 

2015 

(決 算 ) 

2016 

(決 算 ) 

2017 

(決 算 ) 

2018 

(決 算 見 込 ) 

収
益
的 

収
支 

収益的収入 90 92 83 85 88 

 うち水 力 発 電 収 入  64 64 63 63 63 

収益的支出 84 76 77 81 79 

当年度損益 7 16 7 4 9 

資
本
的 

収
支 

資本的収入 49 0 50 0 0 

資本的支出 70 17 19 44 118 

資本的収支差引額 △21 △17 30 △44 △118 

資金残高 186 204 260 241 153 

借入金残高 66 59 51 43 35 
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Ⅲ 会計年度任用職員制度の導入について 

 

１ 趣旨 

現状、地方公共団体によって異なっている臨時・非常勤職員の任用・ 

勤務条件に関し、統一的な取扱いを定めて適正な任用・勤務条件を確保す

ることを目的として、地方公務員法及び地方自治法が改正され、一般職の

会計年度任用職員制度が創設されるとともに、採用方法、任期、給付体系

等が整理された（改正法の施行は令和２年４月１日）。 

 

２ 改正法の概要（企業庁関連の改正） 

 (1)  地方公務員法の一部改正 

一般職の非常勤職員について、「会計年度任用職員」とする規定を設

け、採用の方法、任期等について規定を整備（第22条の２関係） 

 

(2) 地方自治法の一部改正 

  会計年度任用職員に対する給付について規定を整備（第203条の２及

び第204条関係） 

 

３ 会計年度任用職員制度の主な内容 

 (1) 任用 

    ア 「採用方法」は、「競争試験」又は面接や書類選考等の能力実証に

よる「選考」とする。 

      イ 「任期」は、会計年度の末日までの期間の範囲内とする。 

  

(2) 勤務時間 

    勤務時間が常勤職員と同一である者を「フルタイムの会計年度任用職

員」とし、常勤職員より短い者を「パートタイムの会計年度任用職員」

とする。 

    

(3) 給付 

   ア フルタイム会計年度任用職員について、給料、旅費及び一定の手当

を支給 

イ パートタイム会計年度任用職員について、報酬、費用弁償及び期末

手当を支給 
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４ 企業庁の対応 

一般職の非常勤職員について、「会計年度任用職員」と新たに規定し、

企業庁所管の条例及び関係規程等の改正を行う。 

 

５ 今後の予定 

令和元年９月 第３回県議会定例会に「神奈川県企業職員の給与の種類

及び基準に関する条例」の改正を提案 

令和２年４月 制度導入 
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Ⅳ  平成30年度公営企業会計決算見込額の概況について

損 益 59,798 52,298 6,301

資 本 8,825 30,307 △ 21,481

損 益 8,794 7,825 899

資 本 12 11,780 △ 11,767

損 益 1,622 700 930

資 本 3,760 4,697 △ 937

損 益 1,553 1,553 -

資 本 244 244 -

損 益 1,259 1,259 -

資 本 362 362 -

損 益 73,028 63,636 8,131

資 本 13,206 47,392 △ 34,186

（単位：百万円）

会 計 名
勘 定
区 分

当年度純利益又は純損失

資本的収支財源不足額

収　入 支　出

（注１）　百万円未満切捨てのため、各会計の額の計は合計と符合しない。

（注２）　資本的収支財源不足額の補塡財源には、過年度分損益勘定留保資金等を充てる。

（注３）　収益と費用は税込のため、その差引と当年度純利益又は純損失は合致しない。

水 道 事 業 会 計

電 気 事 業 会 計

公営企業資金等
運 用 事 業 会 計

相模川総合開発
共 同 事 業 会 計

酒匂川総合開発
事 業 会 計

合 計
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平成30年度 平成29年度 増 減 額 前年度対比

 59,798 59,983 △ 185 99.7

営 業 収 益  55,266 55,424 △ 158 99.7

営 業 外 収 益  4,468 4,519 △ 51 98.9

特 別 利 益  63 39 24 161.5

 52,298 52,217 81 100.2

営 業 費 用  48,653 47,850 802 101.7

営 業 外 費 用  3,571 4,158 △ 586 85.9

特 別 損 失 73 208 △ 135 35.1

6,301 6,699 △ 397 94.1

 8,794 8,500 293 103.5

営 業 収 益  8,199 8,334 △ 135 98.4

財 務 収 益  18 1 16 1,800.0

事 業 外 収 益  105 162 △ 57 64.8

特 別 利 益  472 2 470 23,600.0

 7,825 7,785 39 100.5

営 業 費 用  7,278 7,437 △ 159 97.9

財 務 費 用  128 155 △ 27 82.6

事 業 外 費 用  419 192 226 218.2

899 430 468 209.1

1,622 1,108 514 146.4

営 業 収 益 1,112 494 618 225.1

営 業 外 収 益  510 614 △ 103 83.1

特 別 利 益 - 0 0 皆減

700 796 △ 96 87.9

営 業 費 用 466 498 △ 32 93.6

営 業 外 費 用 233 298 △ 64 78.2

930 318 611 292.5

（注１）　収益と費用は税込のため、その差引と当年度純利益又は純損失は合致しない。

（注２）　百万円未満切捨てのため、増減額は符合しない箇所がある。

事 業 費 用

水 道 事 業 費 用

【参　考】　損益勘定決算額比較表

（単位：百万円、％）

区　　　　　分

水 道 事 業 収 益

当年度純利益

公

営

企

業

資

金

等

運

用

事

業

会

計

事 業 収 益

水
 

道
 

事
 

業
 

会
 

計

電
 

気
 

事
 

業
 

会
 

計

当年度純利益

電 気 事 業 収 益

電 気 事 業 費 用

当年度純利益
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